研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　看護課　　　　職種　看護師　　　　氏　名　市島　正江

	期　　間　　平成18年10月26日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　看護師対象公開講座：キャリアと教育

	出 張 先　　岩手県民情報交流センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

今回の研修参加の目的は、看護の考え方を多角的に学び、看護の視野を広げることにより、医療機関の指導者たる立場のスタッフの質向上を図る事です。

研修では、医療福祉の動向に深く興味を持ちました。老齢化する精神科入院患者の行く末を踏まえ、今の精神科看護に役立つ勉強をしたいと考え、ケアマネージャーの試験勉強に励み、たくさんの収穫があったわけですが、恥ずかしながら医療福祉の考え方がとてつもなく変化していたということにその時気付かされました。私たち看護者は、たえず新しい知識・技術の習得に努めなければならず、今後の医療福祉は超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現に関しても大いに興味のあるところです。日本全体の高齢化社会に対する看護として何が提供できるか、看護師として日常の看護活動においても看護倫理上の思慮をもって行動できる看護者となるべきであり、看護職員の指導を多角的にとらえて指導できる立場でなければなりません。それらの動向を知りつつ、看護現場に生かす判断と行動は、それぞれの病棟スタッフにとって良いモデルであると思います。学びや根拠のない指導者には誰も指導者と認めません。

まずは、自分自身が日々の看護の中でそれを活かし、経験を積むこと。働く達成感を持つ動機付けしてあげる力を持つこと。その姿勢は、後輩看護者達の個々の患者様への看護の提供の質を高め、働く看護者達の心理的報酬としての、満足感や・働き甲斐・自己肯定感・生きがいといった形で自分自身に跳ね返る喜びを知っていただきたいと思っています。動機付けをし、意欲が十分なら能力の８から９割まで力が発揮できると言われています。その割合の中には、指導者たる私たちがメンターとしての役割をどの程度生かせるかにかかってきます。自身の精神科看護を深める上で次に何を勉強しようかと考えている所です。

＜研修内容＞

1、 医療福祉の動向

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省医政局看護課　　岩澤　和子講師

医療福祉の動向・医療制度改革法案の概要

　　医療制度改革大綱の基本的な考え

1) 安心・信頼の医療の確保と予防の重視

· 生活習慣病対策の推進体制の構築

· 患者の視点にたった、安全・安心で質の高い医療が受けられる体制の構築

2) 医療費適正化の総合的な推進

3) 超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現

　　良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法律の一部を改正する法律案

· 都道府県を通じた医療機関に関する情報の公開制度の創設など情報提供の推進

· 医療計画制度の見直し

· 地域や診療科による医師不足問題への対応

· 医療安全の確保

· 医療従事者の資質向上

· 医療法人制度改革　

　　健康保険法などの一部を改正する法律案

· 医療費適正化の総合的推進

· 新たな高齢者医療費制度の創設

· 都道府県単位の保険者の再編・総合

　　

　　医療費増加の要因分析・取り組み体系

　　　要因分析

· 主要因は老人医療費の増加（老人医療費＝若人の５倍）

· 一人当たりの入院医療費の増加（寄与度の約５倍）

· 平均在院日数の多さ

· 在宅（自宅でない在宅も含む）療養率の低さ

· 一人当たりの外来医療費の増加

· 生活習慣病を中心とする外来受診者の受診行動

　　取り組み体系

· 医療機能の文化・連帯

　　　　　　　介護提供体系と急性期・回復期・療養期・在宅療養との連携

· 地域における高齢者の生活機能の重視

· 生活習慣病対策

　　　　保険者と地域の連携した一貫した健康づくりの普及啓発

　　　　網羅的で効率的な検診

　　　　ハイリスクグループの個別保健指導

　　生活習慣病とは、不適切な食生活・運動不足・喫煙などで起こる病気

　　　内臓脂肪症候群としての肥満度・糖尿病・高脂血症およびこれらの予備軍

　　　脳卒中や虚血性心疾患

　　　肺がん・咽頭がん・動脈硬化の促進→喫煙による

　　　

　　生活習慣病に関する検診・保健指導の基本的な考え方

　　　これからの検診・保健指導

· 健康保健指導の関係・・・内臓脂肪症候群予防のための保健指導を必要とする者を抽出

· 特徴・・・結果をだす保健指導

· 目的・・・内臓脂肪型肥満に着目した早期介入・行動変容（リスクの重複がある対象者に対

して、医師・保健師・管理栄養士が早期に介入）

· 内容・・・自己選択と・行動変容（身体のメカニズムと生活習慣病の関係を理解し、生活習

慣病の改善を自ら選択できる） 

· 保健指導の対象者・・検診受診者全員に対して必要度に応じ、階層化された保健指導を提供

· 方法・・・検診結果の経年変化および将来予測を踏まえた保健指導

　　　　　　　　　　データ分析を通じて集団としての健康課題を設定し、目的に沿った保健指導を

　　　　　　　　　　計画的に実施

　　　　　　　　　　ここの検診結果を読み解くとともに、ライフスタイルを考慮した保健指導

· 評価・・・糖尿病などの患者・予備軍の２５％減少（アウトカム評価）

　　診療報酬改定における看護技術の適正な評価　

1） これからの医療の重点化領域における看護技術の適正な評価

・急性期医療に特化した入院料体系を夜間も含めて再編成

　あらたに手厚い看護記録の区分を新設し、評価を引き上げる

・急性期医療における医療安全対策の推進

・褥創対策に係る専門の教育を受けた看護師などの専従配置による総合的な褥創ケアの評価を検討

・医療安全対策に関わる専門の教育を受けた看護師などの専従配置により実効性のある医療安全対策を評価

　　　　

2） 患者の視点を重視し、患者の生活の質を高める医療の実現　

・入院患者に療養環境に係る情報を正しく伝える観点

・生活習慣病の重症化予防

3） 質の高い医療を効率的に提供するための機能分化と連携に係る評価

・看取りまで一貫した在宅医療の充実

　　　　　　医師や看護師などの多職種の協働による退院指導を評価

　　　　　　２４時間患者・家族の求めに応じて往診や訪問看護が提供できる体制の確保と実施と評価

　　　　　　重症者管理加算・在宅移行管理加算の引き上げ

　　　　　　在宅ターミナルの評価引き上げと特養などのがん終末期患者への訪問看護の制度緩和

・精神疾患患者の地域への復帰の支援

精神科訪問看護・指導料・精神科退院前訪問指導料の算定回数上限の緩和）

　　

医療提供体系の見直し

· 良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法などの一部を改定する法律の概要

目的・・・国民の医療に対する安心・信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するもの

· 看護師などの資質向上

目的・・・安心・安全な医療を提供し、国民の医療に対する信頼を確保するため、行政処分をうけた看護師などへの再教育制度などの創設、資質の向上むけた取り組みを推進する

　　　　　　・看護師業務に必要な基本的な知識・技能の確認ができるような制度的措置を講じるため、新たに保健師及び助産師の免許を取得するものについては、免許付与用件を見直し、看護師国家試験合格を条件とする

　　　　　　　

· 看護記録の制度化（医療法制度規定）

改正内容・・・病院における看護記録の作成および保存を義務化し法令上の根拠を与える

問題点として、記録の方法が一律でない、外来や社会福祉施設などにおける実態が把握されていないなどあり、患者に対する情報の提供が不十分になるおそれあり

改正後・・・全ての病院において看護記録の作成および保存を義務化する

効果・・・看護業務の過程や、結果などが記載されているため適切な医療が提供されたかどうかを事後的に評価し、看護業務に係る責任の明確化を図ることが可能。患者の求めに応じて看護記録を開示することなど、患者に適切な医療情報を提供することが可能

看護職員の量的な確保

· 看護職員需要の見通し

平成１６年　就業者数　１２９万人

平成２２年　需要　約　１４０万人

　　　　　　供給　約　１３９万人

平成１４年　潜在看護職員数　５５万人

全体としての看護師は著増加傾向、准看護師はほぼ一定

病院の准看護師は減少傾向、診療所の看護師の増加は准看護師を上回る

就業場所　病院・診療所に８７％

　　　　　訪問看護は２％

看護基礎教育の強化・充実に向けた文部省・厚労省の取り組み

大学における看護実践能力の育成の実施にむけて

看護基礎教育における技術教育のあり方に関する検討会報告書

看護実践能力の充実に向けた大学卒業時の到達目標

看護基礎教育の充実に関する検討会

　　　　　

看護技術における技術教育のあり方

　　　　　臨地実習において学生が行う基本的な看護技術のあり方

　　　　　　　水準１　　助言指導により学生単独実施可

　　　　　　　水準２　　指導・監視下で学生が実施可

　　　　　　　水準３　　見学が原則

　　　　　臨地実習に係わる保健師助産師看護師法応用の考え方（違法性の阻却要件）

　　　　　　　同意書・目的の正当性・手段の相当性

　　　　　カリキュラム改正の経緯

　　　　　　　平成元年　「老人看護学」の新設

　　　　　　　平成８年　「在宅看護論」の新設

　　　　　　　　　　　　「精神看護学」の独立

　　　　　看護に関わる主な施策・・・保健

・生活習慣病対策、介護予防の推進体制の構築(健康フロンテア等)

・母指健康の国民運動計画（健やか親子）

・生活習慣病対策（健康保険法）

　　　　　看護に関わる主な施策・・・医療

　　　　　患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療が受けられる体制の構築

　　　　　　　・急性期医療の整備充実

　　　　　　　・在宅医療の推進

　　　　　　　・療養病床の再編成

　　　　　看護に関わる主な施策・・・福祉

　　　　　　　・予防重視型システムの転換

　　　　　　　・中等度の支援強化

　　　　　　　・障害者の自立の支援・地域での生活基盤整備

　　　　　　　・児童に対する虐待の予防と早期発見　

　　　　　　　・精神障害者施索の充実

　新人看護職員研修の制度化に向けて

　　　　　新人看護職員の研修の必要性

　　　　　　　・医療安全対策の推進

　　　　　　　・新人の臨床への適応・定着促進

　　　　　　　・臨床技能の向上・強化

　　　　　新人看護師の早期離職

　　　　　　　・就職１年以内の離職　８．８％　（１２人に１人）

　　　　　　　・職場定着の困難な要因

　　　　　　　　　　１）基礎教育終了時点の能力と現場で求める能力のギャップ　７２．２％

　　　　　　　　　　２）現代の若者の精神的な未熟さや弱さ　７２．７％

　　　　　　　　　　３）看護職員に従来より高い能力が求められるようになってきている　

５３．３％

　　　　　ヒヤリ・ハット報告

　　　　　　　経験年数　０年　１２．０％

１年　９．９％

　　　　　　　　　　　　２年　８．０％

　　　　　新人看護師による医療事故

　　　　　　　・塩化カリウム投与に関し、「混注」の意味が理解できず、また質問に対し指導看護師の明確な指示がなく、三方活栓から直接投与、患者死亡

・洗浄したガラス注射器をカストに収納した際、通気孔を空けることを失念。他の看護師がその注射器を用いて混注作業を実施。セラチア菌などにより４人が敗血症、１人が死亡

　　　　　新人看護職員研修到達目標

　　　　　　　・看護職員として必要な基本姿勢と態度

　　　　　　　・看護実践における技術的側面

　　　　　　　　技術を支える要素・医療安全・説明と助言・的確な看護判断と適切な医療の提供

　　　　　　　・看護実践における管理的側面

　　　　　新人研修の制度化に向けた課題

　　　　　　　・研修を必修とするか否か

　　　　　　　・義務づける場合、対象は誰か

　　　　　　　・研修内容、実施時期、指導体制、終了基準、終了記録はどうするか

・研修実施機関には一定の要件を求めるか

・研修中の処遇はどうするか

　　　　　　　・研修経費は誰がどう負担するか

　専門性の高い看護師の育成　　　

　　　　　看護職員専門分野研修事業　（平成１５年～）

　　　　　　　特定の専門分野において、熟練した看護・技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践できる専門性の高い看護師の育成を促進する

　　　　　　　　　　期間：１コース　６ヶ月程度

　　　　　　　　　　定員：３０名程度

　　　　　　　　　　補助先：都道府県、厚生労働大臣の認めるもの

　　　　　　　　　　救急看護、創傷・オストミー・失禁、重症集中ケア、ホスピスケア

　　　　　　　　　　感染管理、糖尿病看護、がん化学療法看護、がん性疼痛看護

　　　　　　　　　　訪問看護、新生児集中ケア、など

　　　　　専門分野における臨床実践能力の高い看護師育成強化推進事業　（平成１８年度新規）

　　　　　　　がん看護　：４０日間　２５ヶ所

　　　　　　　糖尿病看護：４０日間　１０ヶ所

　訪問看護推進の背景

　　　　　訪問看護ステーション数の伸び悩み

　　　　　　　平成　　５年　　　　　２７７ヶ所　　　　　　

平成　１０年　　　２，７５６ヶ所　

平成　１５年　　　５、０９１ヶ所　

　　　　　在宅ターミナル患者へのケアの必要性

　　　　　在宅ＡＬＳ患者の２４時間ケアの必要性

　訪問看護推進事業（平成１６年～）　　　　

　　　　　訪問看護推進協議会設置

　　　　　訪問看護ニーズの実態調査

　　　　　研修事業など

　　　　　　　医療機関・訪問看護ステーションの看護師の相互研修

　　　　　　　在宅ホスピスケア研修

　　　　　　　在宅ホスピスケア研修アドバイザー派遣

　　　　　モデル事業など

　　　　　　　訪問看護推進支援モデル事業

　　　　　　　　在宅ホスピスケア普及事業

　　　　　　　　在宅ホスピスケア地域連携会議

　　　　　訪問看護ステーションの多機能化に向けた検討

　外国人看護師の受け入れ

　　　　基本的スタンス・・・わが国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的・技術的分野の外国人労働者受け入れは、より積極的に推進する（平成１１年度）

　　　　目的　　　国家資格取得後の就労

　　　　在留資格　二国間協定に基づく特定活動

　　　　在留内容　病院と雇用契約

　　　　期間　　　資格取得前　３年（資格取得前は看護補助として働く）

　　　　　　　　　資格取得後は実質期限なし

　　　　要件　　　看護業務経験３年以上

　　　　　　　　　６ヶ月以上の日本語研修

　　　　　　　　　日本人と同等以上の処遇　

　

　　外国人看護師の受け入れに関する姿勢

　　　　わが国の国家資格は、専門的・技術的職業であるのでＦＴＡ締結促進の観点から、受け入れる

　　　　（労働力不足の補完からではない）　　

　　　　わが国の看護師の国家資格取得が必要

　　　　（資格の相互承認は行わない） 

　　　　わが国の看護師と同等以上の処遇を行う　

2、 キャリア発達におけるメンターの役割　～看護師のキャリア発達を中心に～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亜細亜大学教授　小野　公一講師

1 キャリアとキャリア発達

「キャリア」とは、もともとある人の仕事生活における連続した仕事に関するものとして用いられてきた。人が成長と共に経験する役割や獲得する知識・経験と結び付けて｢ キャリア｣という言葉が使われる。人の一生における経歴一般は「 人生キャリア」。職業を切り口として捉えた場合の人の一生・経歴・履歴の特定部分を「職業キャリア」と区別する。

「キャリア」のキーワードとして、仕事・人生・履歴・自己表現・職業・生涯・経歴・自己成長がある。

　「キャリア発達」とは、個人のキャリアの探索・確立・成功・到達に貢献する生涯に渡る連続した活動である。また、促進要因としては、職業生活に入る以前の学習や、企業・組織の教育訓練・能力開発、自己啓発意欲や能力・適性、メンターによるメンタリング、職業的アイデンティティがある。

　看護師のキャリア発達を支えるシステムの脆弱性として、看護師のキャリア発達に対応した処遇や、動機づけるシステムがあるが、過度の自己啓発への依存、人材育成の理念や目標の不明確さもあげられる。

　キャリア発達は何をもたらすのか、それは個人の問題であるが、組織目標達成の効率性を左右する問題でもある。その中で、心理的報酬として、満足感や・働き甲斐・自己肯定感・生きがい、

物理的・客観的報酬として、質・地位や専門資格・ダラーの格付けがある。

　看護師のキャリア発達の課題としては、自己啓発への自負や過度の期待と依存があり、個人の観点からは、自己啓発の限界をどのように乗り越えるか、そこにいかに病院は手を差し伸べるかがあげられ、組織の問題として全体的な底上げと、個人の自己啓発によるキャリア発達は、別問題である。

2 メンターとメンタリング

メンターの定義は、人生の目標に到達するのを充分に助ける影響力のある人々のことである。メンターは職場の上司や先輩が圧倒的に多いが、同じ組織以外の仕事関係者や親・友達も少なくない。最近の傾向は、多くの成功した職業キャリアを持つ働く女性がその存在と成り得、看護師も例外ではない。

では、メンターによる支援はキャリア発達になぜ必要か、お互いに共感性をもつ者同士の間で行われる助言・示唆・指導や訓練は、率直に相手のことを受け入れる下地があるので、そうでない関係の中で行われる教育よりも、はるかに効率よく吸収される。

メンタリングの機能として、

· キャリア機能直接：キャリア発達を促進する、スポンサーシップ、コーチング、保護、表出

挑戦的な仕事の付与　　

· 心理・社会的機能：情緒的な安定や心理的な受容・承認の面で支える役割モデル、カウンセリ

ング、受容と評価、友情

　　　看護師にメンターが必要とされる理由として、医療に関する技術や科学の急展開と情報量の飛躍的増大、看護師の業務責任、仕事量、仕事範囲の拡大や、複雑な対人関係(医師・同僚・患者・家族)がもたらす役割関係の、重い責任・質的な仕事の自己評価・他者評価など、さまざまな疑問や不安の解消の場となる。

　　　メンターのメリットとしては、メンター自身の成長とその確認、プロトジーからの信頼・支持・支援や他者からの評価があり、プロトジーのメリットとして、より効率的な学習（情報・機会）、

　　病院組織のメリットとして、看護師のレベルアップ・教育訓練負担の減少・良好な人間関係の支援的・支持的な係わり合いが増えれば、キャリア発達以外の支援も必然的に増える。結果、積極的に他者の仕事に関わる事でミスの早期発見や改善に繋がり、事故の被害を最小限に抑えることができ、病院全体として質の高い看護が提供できる。

　　　メンターが果たす役割として、新人スタッフに対しては、精神的な居心地のよさ・居場所の提供、学びあう雰囲気作り、容易に学習できるコツや情報の伝授が必要であり、病院全体にプロトジー

　　関係が数多く展開できればキャリア開発費の削減となる。その為には、メンターを評価しその努力　

　　を促進する仕掛け作りが必要である。

3、 看護の探究　～安全な医療と看護の責務～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県立大学教授　石井　トク先生

　患者の権利宣言

· 個人の尊重

· 平等な医療を受ける権利

· 最善の医療を受ける権利

· 知る権利

· 自己決定権

· プライバシーの権利

　医療情報開示の背景

· 医療者と家族の信頼

· 医療の質の向上

· 個人情報の自己コントロール権

　

医療情報伝達の原則

· 患者の個人情報はどの範囲で、誰と誰が共有すべきか

· 秘密は誰と誰が守秘すべきか

· 上記の情報伝達の方法と、プライバシー保護の方法は適切か

秘密を守る義務

　　保健師・看護師または准看護師は、正当な理由がなくともその業務上知り得た人の秘密を漏らして

はならない。保健師・看護師または准看護師でなくなった後においても、同様とする。秘密を漏ら

したものは、６月以下の懲役または、１０万円以下の罰則に称する。

　医療事故に適応される法

　　刑法・・・業務上過失致死罪

　　民法・・・責務不履行・不法行為・使用者の責任

　　行政処分・・・免許停止・免許取り消し

　医療防止と倫理

　　・患者の訴えに耳を傾ける

　　・助言を傾ける勇気

　　・メディカルスタッフ間の密な連携

　

看護職と看護研究

　　・看護師による研究と成果の還元

　　・他学問分野との共同研究

　　・臨床研究における研究協力者

　　・機関内理論審査委員会への参画

　

看護研究の倫理

　　・患者、あるいは被験者の同意は得たか

　　・被験者の尊厳・プライバシーは守っているか

　　・安全・安楽は保障されているか

　　・研究の目的・方法は適切か

研究の基本的な原則

　　・研究対象者は、必要な真の情報を全て与えられた上で研究の参加を希望した者であること

　　・研究対象者は、希望すれば、いつでも研究の参加を辞退することが許される

　　・不必要なリスクは、研究デザインから取り除かれていること

　　・研究対象者および社会の利益は、対象者に対するリスクに勝るものであること

　　・実験は、それを行う資格を持つ者によってのみ実施されること

ニュールンベルグ裁判における生体実験に関する十か条の規範

1 患者の自発的同意が絶対に必要

2 実験は手当たり次第に行われるものであったり、本来、それ無しではすませられるようなものであってはならない。社会の福祉の為の他の方法・手段では得がたい豊かな成果をもたらすようなものでなければならない

3 動物実験の結果や病気の自然経過の知見や現在研究中の問題に基づいて計画され、それから考えて実験の遂行を正当化するような実験結果が予測されるようにデザインされた実験でなくてはならない

4 実験に際して、かりそめにも不必要な精神的・肉体的障害を避けねばならない

5 実験者である医師自身をも実験対象とする場合を除いて、死または不具が予測されるような実験を行ってはならない

6 実験によって解決しようとする問題の人道的重要性を超えるような危険性をはらんだものであってはならない

7 障害、不具または死亡のいささかの可能性に対しても、対象を守るための適当な準備がなされ、適切な設備がそなえられていなければならない

8 実験は全て学問的に資格のある者によって行われなければならない。実験を指揮し、これに従事する者は、実験の間中、最高度の技術と注意深さをもってしなくてはならない

9 これ以上、実験を続けられそうもないと考えられるような肉体的・精神的状況に達したときは、実験中の被験者が実験をやめる自由をもってしなくてはならない

10 必要な事実と、すぐれた技術をして注意深い判断をもって実験を行っているにもかかわらず、障害・不具・死亡に至らしめるかもしれないと信ずべき理由のある時は、いかなる段階でも実験を直ちに中止できる準備を実験担当者がしていかなければならない

　

　看護師の倫理規定

· 生命の尊重、人間の尊重および権利の尊重

· 平等（国籍、人種、信条、年齢、性別、社会的身分、経済）

· プライバシー保護に必要な個人情報に共有と守秘

· 高度な看護の提供と、看護実践の個人責任

· 阻害からの保護

　看護師の倫理綱領

1 看護者は、人間の生命、人間としての尊厳及び権利を尊重する

2 看護者は、国籍、人種、民族、宗教、信条、年齢、性別及び性的指向、社会的地位、経済的状態、ライフスタイル、健康問題の性質にかかわらず、対象となる人々に平等に看護を提供する

3 看護者は、対象となる人々の間に信頼関係を築き、その信頼関係に基づいて看護を提供する

4 看護者は、人々の知る権利、及び自己決定の権利を尊重し、その権利を擁護する。

5 看護者は、秘守義務を尊守し、個人情報の保護に努めると共に、これを他者と共有する場合は適切な判断のもと行う

6 看護者は、対象となる人々の看護は阻害されている時や、危険にさらされている時は人々を保護し安全を確保する

7 看護者は、自己の責任と能力を的確に認識し、実施した看護について個人としての責任をもつ

8 看護者は、常に、個人の責任として継続学習による能力の維持・開発に努める

9 看護者は、他の看護者及び保健医療福祉関係者とともに協働して看護を提供する

10 看護者は、より高い質の看護を行うために、看護実践・看護管理・看護教育・看護研究の望ましい基準を設定し、実施する

11 看護者は、研究や実践を通して、専門的知識・技術の創造と開発に努め、看護学発展に寄与する

12 看護者は、より質の高い看護を行うために、看護者自身の心身の健康の保持増進に努める

13 看護者は、社会の人々の信頼を得るように、個人としての品行を常に高く維持する

14 看護者は、人々がより健康を獲得していくために、環境の問題について社会と責任を共有する

15 看護者は、専門職組織を通じて、看護の質を高めるために制度の確立に参画し、より良い社会づくりに貢献する
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